
令和４年７月

飯　山　市

令和３年度

　普 通 会 計 決 算 の 概 要



○歳入・・・173億5,945万4千円（前年度比 26億8,240万2千円 13.4％減）

○歳出・・・165億7,181万2千円（前年度比 26億4,183万9千円 13.7％減）

○決算収支の状況
（単位：千円）

○主な財政指標

将来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」となっています。

令和３年度普通会計決算の概要

区　　　　　分 ３年度 ２年度 増　減

歳入決算額　A 17,359,454 20,041,856 △ 2,682,402

単年度収支　Ｆ △ 51,567 △ 67,941 16,374

実質単年度収支　Ｊ＝Ｆ+Ｇ+Ｈ-Ｉ

11,004

実質収支　　Ｅ＝Ｃ-Ｄ 757,238 808,805 △ 51,567

財政調整基金積立額　Ｇ 200,306 400,368 △ 200,062

繰上償還金　Ｈ 0 0 0

財政調整基金取崩額　Ｉ 0 300,000 △ 300,000

歳出決算額　Ｂ 16,571,812 19,213,651 △ 2,641,839

形式収支　　Ｃ＝Ａ-Ｂ 787,642 828,205 △ 40,563

翌年度に繰越すべき財源　　Ｄ 30,404 19,400

148,739 32,427 116,312

将来負担比率 ―
（数値なし）

―
（数値なし）

実質公債費比率 11.8% 12.0% △0.2ポイント

区分 ３年度 ２年度 増　減

経常収支比率 88.9% 91.9% △3.0ポイント
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◇歳入決算額の推移

（単位：百万円）

◇歳出決算額の推移
（単位：百万円）

◇実質収支の推移
（単位：百万円）
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○歳入決算の状況

（単位：百万円）
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歳入決算額については、前年度と比べ 26億8,240万2千円（13.4％）減の173億5,945

万4千円となりました。

地方交付税や地方譲与税等の増があったものの、特別定額給付金事業（R2事業 20億

5,978万円）の事業完了等に伴う国庫支出金（16億6,361万円 45.1％）の減や、ふるさ

と寄附金（2億9,851万円 19.8%）の減が主な要因となっています。

173億5千9百万円 200億4千2百万円

区　　　分 ３年度 ２年度 増　減 対前年度比
市税 2,517 2,553 △ 36 △ 1.4%
分担金、使用料等 402 402 0 0.0%
寄附金 1,240 1,527 △ 287 △ 18.8%
繰入金 817 1,149 △ 332 △ 28.9%

諸収入、財産収入 736 817 △ 81 △ 9.9%

繰越金 828 1,159 △ 331 △ 28.6%

地方譲与税等 848 734 114 15.5%

地方交付税 6,046 5,528 518 9.4%

国・県支出金 2,792 4,432 △ 1,640 △ 37.0%

地方債 1,133 1,741 △ 608 △ 34.9%

歳入合計 17,359 20,042 △ 2,683 △ 13.4%
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◇市税決算額の前年度対比
（単位：百万円）

◇市税決算額の推移
（単位：百万円）

◇市税収納率の推移
（収納率：％）

～１.市税決算額は25億1,743万円～

令和３年度の市税は、前年度に比べて 3,541万円（1.4％）減の25億1,743万円となり

ました。

固定資産税 3,961万円の減が主な要因となっています。

また、収納率については、99.2％（0.4ポイント増）となり、市税の収入未済額は前

年度から1,042万円減の1,202万円となりました。

３年度 ２年度 増　減 対前年度比
　市民税 929 934 △ 5 △ 0.5%

個　人 757 762 △ 5 △ 0.7%
法　人 172 172 0 0.0%

　固定資産税 1,264 1,303 △ 39 △ 3.0%
　軽自動車税 102 99 3 3.0%
　たばこ税 154 146 8 5.5%
　入湯税 5 4 1 25.0%
　都市計画税 63 67 △ 4 △ 6.0%

2,517 2,553 △ 36 △ 1.4%市税合計
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◇交付税の推移 （単位：百万円）

◇市債発行額及び市債残高の推移 （単位：百万円）

～３.市債発行額は11億3,260万円～

令和３年度の市債は、前年度と比べ 6億840万円（34.9％）減の11億3,260万円（国

が普通交付税を交付する代わりに特別に発行を認めている臨時財政対策債3億7,670万

円を含む。）となりました。

市債残高は、前年度末より4億2,047万円（3.2％）減の129億528万円となりまし

た。

～２.地方交付税決算額は60億4,600万円～

令和３年度の地方交付税は、前年度と比べ 5億1,752万円（9.4％）増の60億4,600万

円となりました。

内訳は、普通交付税が3億2,706万円（6.9％）増の50億4,849万円、特別交付税が1億

9,046万円（23.6％）増の9億9,751万円となっています。
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◇地方譲与税等の前年度対比
（単位：千円）

113,797 15.5%地方譲与税等合計 847,987 734,190

△ 42 △ 1.4%交通安全対策特別交付金 2,910 2,952

49,604 307.7%地方特例交付金(等) 65,724 16,120

6,586 2.9%

29,013 11.2%

地方消費税交付金(従来分) 235,152

287,723

228,566

258,710〃　(社会保障財源分)

3,051 40.2%

2,675 30.6%

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

10,643

11,407

7,592

8,732

3,176 1.7%

△ 346 △ 20.1%

地方譲与税

利子割交付金

区　　　分 ３年度 ２年度

187,584

1,377

184,408

1,723

増　減 対前年度比

法人事業税交付金 32,441 13,359 19,082 142.8%

12,028 998 8.3%自動車税環境性能割交付金 13,026

～４.地方譲与税等の決算額は8億4,799万円～

令和３年度の地方譲与税等の総額は、前年度と比べ1億1,380万円（15.5％）増の8億

4,799万円となりました。

地方特例交付金等のうち新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金

（5,259万円）が皆増、地方消費税交付金全体では、3,560万円（7.3％）増の5億2,288

万円となっています。
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◇地方譲与税等の推移

（単位：百万円）
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～５.地方消費税交付金（社会保障財源分）について～

　（歳入）
地方消費税交付金（社会保障財源化分）　　　287,723千円

　（歳出）

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 (単位　千円)

国（県）
支出金

市債 その他

地方消費税
交付金（社
会保障財源

化分）

その他

社会福祉総務費 210,781 188,693 100 21,988 4,148 17,840

障がい者福祉費等 24,389 14,568 9,821 1,853 7,968

老人福祉費 87,312 291 14,629 72,392 13,658 58,734

医療給付費 116,466 42,926 22,000 51,540 9,724 41,816

障害者自立支援費 535,871 388,060 147,811 27,888 119,923

児童福祉総務費 605,876 514,778 91,098 17,188 73,910

保育所費 213,146 69,867 31,303 111,976 21,127 90,849

母子等福祉費 3,940 3,940 743 3,197

児童福祉施設費 69,766 23,037 6,539 40,190 7,583 32,607

生活保護・扶助費 108,108 78,260 277 29,571 5,579 23,992

災害救助費 11,740 1,601 5,000 5,139 969 4,170

小　　計 1,987,395 1,322,081 22,000 57,848 585,466 110,460 475,006

国民健康保険 194,811 95,466 99,345 18,744 80,601

介護保険 424,644 20,229 404,415 76,302 328,113

後期高齢者医療 378,473 51,599 326,874 61,672 265,202

小　　計 997,928 167,294 830,634 156,718 673,916

保健予防総務費 456,831 220,523 67,700 98,991 69,617 13,135 56,482

健康増進費 25,130 2,085 4,182 18,863 3,559 15,304

母子保健費 29,201 3,179 13,200 12,822 2,419 10,403

市民健康診査費 15,730 1,456 7,035 7,239 1,366 5,873

無医地区出張診療所費 3,052 2,700 352 66 286

小　　計 529,944 227,243 70,400 123,408 108,893 20,545 88,348

3,515,267 1,716,618 92,400 181,256 1,524,993 287,723 1,237,270

　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費：
年金、医療、介護、少子化対策）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　社会保障施策とは、「社会福祉」、「社会保険」、「保健衛生」のいずれかに関する施策を言います。

　「社会福祉」　…　具体例：生活保護、児童福祉、母子福祉、高齢者福祉、障害者福祉など
　「社会保険」　…　具体例：国民健康保険、介護保険、年金など
　「保健衛生」　…　具体例：医療に係る施策、感染症その他の疾病の予防対策、健康増進対策など

　市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費

社会
福祉

社会
保険

保健
衛生

合 計

区 分 経 費

財 源 内 訳

特定財源 一般財源
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○歳出決算の状況

（単位：千円）

歳出決算額については、前年度と比べ26億4,184万円（13.7％）減の165億7,181万円と

なりました。

決算額が減額となった主な要因は、特別定額給付金事業（R2事業 20億5,130万円）の事

業完了等に伴い補助費等で22億3,503万円（52.7％）の減、新防災行政無線システム整備

事業（R2事業 3億1,358万円）の事業完了等に伴い普通建設事業費で2億4,365万円

（14.0％）の減、令和元年東日本台風に係る災害復旧事業（繰越分）の事業完了に伴い災

害復旧事業費で2億883万円（74.9％）の減などによるものです。

一方、子育て世帯への臨時特別給付金給付事業（2億5,580万円）などにより扶助費で4

億832万円（30.3％）の増、大雪に伴う除雪対策事業（8億7,397万円、前年度比1億3,950

万円増）などにより維持補修費で1億8,270万円（22.5％）の増となっています。

構成比 構成比
増　減 対前年度比

 うち積立金 1,522,897 9.2% 1,966,096 10.2% △ 443,199 △ 22.5%

 うち繰出金 1,760,715 10.6% 1,838,246 9.6% △ 77,531 △ 4.2%

 うち貸付金等 523,400 3.2% 559,000 2.9% △ 35,600 △ 6.4%

 うち維持補修費 994,898 6.0% 812,197 4.2% 182,701 22.5%

 うち補助費等 2,005,869 12.1% 4,240,895 22.1% △ 2,235,026 △ 52.7%

2,019,380 10.5% △ 452,479 △ 22.4%

 うち普通建設事業費 1,496,865 9.0% 1,740,510 9.0% △ 243,645 △ 14.0%

 投資的経費 1,566,901 9.5%

うち補助事業費 499,282 3.0% 291,430 1.5% 207,852 71.3%

うち単独事業費 997,583

8.0% 50,312 3.3%

2,419,940 12.6% 80,553 3.3%

 扶助費 1,757,508 10.6% 1,349,188 7.0% 408,320 30.3%

 公債費

8.1% 1,336,608 7.0% 4,953 0.4%

1,578,541 9.5%

３年度 ２年度

歳出合計 16,571,812 100.0% 19,213,651 100.0% △ 2,641,839 △ 13.7%

 義務的経費 5,836,542 35.2% 5,297,357 27.6% 539,185 10.2%

 人件費 2,500,493 15.1%

うち職員給 1,341,561

区　　　分

1,528,229

△ 31.2%

 その他の経費 9,168,369 55.3% 11,896,914 61.9% △ 2,728,545 △ 22.9%

 うち物件費 2,360,590 14.2% 2,480,480 12.9% △ 119,890 △ 4.8%

△ 451,497

災害復旧事業費 70,036 0.5% 278,870

6.0% 1,449,080

1.5% △ 208,834 △ 74.9%

7.5%

～１.性質別歳出の状況～
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◇歳出決算額の性質別内訳の推移

（単位：百万円）
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（単位：千円）

構成比 構成比
増　減 対前年度比

△ 90,734 △ 7.4%

0 0.0% 0 0.0% 0 －

70,036 0.4% 278,870 1.5% △ 208,834 △ 74.9%

2,570,550 15.5% 2,532,504 13.2% 38,046 1.5%

公 債 費 1,578,541 9.5% 1,528,229 8.0% 50,312 3.3%

535,655 3.2% 830,916 4.3% △ 295,261 △ 35.5%

教 育 費 1,137,322 6.9% 1,228,056 6.4%

19,267 0.1% 19,006 0.1% 261 1.4%

農 林 水 産 業 費 600,095 3.6% 596,293 3.1% 3,802 0.6%

176,081 5.1%

衛 生 費 1,125,738 6.8% 980,786 5.1% 144,952 14.8%

17.8%

議 会 費

総 務 費

民 生 費

労 働 費

商 工 費

消 防 費

災 害 復 旧 費

諸 支 出 金

区　　　分

歳 出 合 計

３年度 ２年度

16,571,812 100.0% 19,213,651 100.0% △ 2,641,839 △ 13.7%

116,866 0.7% 116,390 0.6% 476 0.4%

3,834,911 23.2% 6,345,446 33.0% △ 2,510,535 △ 39.6%

3,605,501 21.8% 3,429,420

1,377,330 8.3% 1,327,735 6.9% 49,595 3.7%

土 木 費

～２.目的別歳出の状況～
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◇歳出決算額の目的別内訳の推移

（単位：百万円）
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◇決算額の大きかった事業

（単位：百万円）

499 476 23

基金積立金事業 861 1,111 △ 250

公債費（起債償還：一般会計、ＣＡＴＶ会計） 1,579 1,528 51

ふるさと寄附金推進事業 1,231 1,546 △ 315

除雪対策事業 874

市営住宅整備事業（R2のみ前年度繰越分含） 152 145 7

保育所運営事業 199 200

介護保険特別会計繰出金 425 423 2

258

飯山市移住定住促進住宅整備事業（R2のみ前年度繰越分含）

中小企業資金預託信用保証事業

△ 11

新型コロナウイルス感染症ワクチン接種事業（前年度繰越分含） 236 0 236

工業用地価格安定対策事業 201

167 0 167住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金給付事業

介護・訓練等給付事業

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業

734

△ 6200194ケーブルテレビ運営事業

△ 1

後期高齢者医療市町村負担事業

0201

事　　業　　名 ３年度 ２年度

140

岳北広域行政組合分担金 853 809 44

下水道・農業集落排水事業繰出金 721 784 △ 63

増　減

258 0

児童手当給付事業

国民健康保険特別会計繰出金 195 197 △ 2

200 163 37

300

238 249

312 △ 12

316 317 △ 1

13



○基金残高及び主な財政指標の状況

◇年度末現在の基金現在高 （単位：千円）

◇基金残高（土地開発基金を除く）の推移 （単位：百万円）

～１.基金残高は61億5,931万円～

基　　金　　名 ３年度 ２年度 増　減

飯山市財政調整基金 1,744,096 1,543,790 200,306

飯山市減債基金 1,113,838 713,697 400,141

飯山市産業振興基金 225,923 250,873 △ 24,950

飯山市環境施設整備基金 352,698 219,155 133,543

飯山市福祉基金 36,676 36,669 7

飯山市教育振興基金 129,424 129,398 26

飯山市文化振興基金 139,729 139,701 28

飯山市都市交通施設整備基金 82,356 82,340 16

愛する飯山ふるさと基金 1,762,637 1,779,720 △ 17,083

飯山市まち・ひと・しごと創生基金 3,000 0 3,000

飯山市退職手当基金 214,139 214,097 42

飯山市斑尾高原保健休養地管理基金 10,987 11,595 △ 608

飯山市育英事業基金 44,378 43,373 1,005

飯山市子ども未来基金 30,267 30,260 7

飯山市情報化推進基金 244,207 244,159 48

飯山市森林環境譲与税基金 24,955 14,895 10,060

財政調整等基金・特定目的基金　計 6,159,310 5,453,722 705,588

飯山市土地開発基金 802,970 802,919 51

合　　計 6,962,280 6,256,641 705,639

令和３年度においては、計8億1,731万円の取り崩しを行いました。主なものとし

て、ふるさと寄附金寄附者の意向に合わせた63事業へ充当するための愛する飯山ふる

さと基金の取り崩しが6億7,500万円、退職手当基金の取り崩しが1億円となっていま

す。

また、愛する飯山ふるさと基金に6億5,792万円、財政調整基金に2億31万円、減債基

金に4億14万円など、計15億2,290万円の基金積立を行いました。

これにより、基金残高は、前年度と比べ7億559万円（12.9％）増の61億5,931万円と

なりました。

1,220 1,222 959
1,611 2,078 2,158 2,154 2,057 2,257 2,858

2,787 2,628

1,505
1,565

1,445 1,356 1,189 1,119
1,417

1,538

111 205

306

579
705 898 1,184

1,461

1,780
1,763

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

財調・減債 その他特目基金（ふるさと基金以外） ふるさと基金
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◇経常収支比率の推移 （単位：％）

◇実質公債費比率・将来負担比率の推移 （単位：％）

1　実質公債費比率　　一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率 実質公債費比率

2 将来負担比率
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものを含め、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の
標準財政規模※に対する比率で、市町村は350％が早期健全化基準となっています。

　経常収支比率は、経常経費充当一般財源（人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充当さ
れた一般財源）が、経常一般財源（一般財源総額のうち地方税、普通交付税のように毎年度経常的に収入される一般財
源）、減収補填債特例分及び臨時財政対策債の合計額に対し、どの程度の割合となっているかをみることにより財政構
造の弾力性を判断するものです。

※ 標準財政規模　　地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、
　　 　　　　　　　　　　 標準税収入額等に普通交付税等を加算した額をいいます。

　地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模※に対する比率で、早期
健全化基準については25％、財政再生基準は35％となっています。

～２.財政指標について～

令和３年度の主な財政指標を前年度と比較すると経常収支比率は、3.0ポイント下

降し、88.9％となりました。

また、健全化判断比率の実質公債費比率は、0.2ポイント下降し、11.8％となり、

将来負担比率は、将来負担額を充当可能財源等が上回ったため「－（数値なし）」と

なりました。
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公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

2,567 2,661 2,678
3,038 2,918 2,881

2,313 2,454 2,342 2,268
2,527 2,650 2,659

3,023 2,913 2,845
2,309 2,447 2,302 2,248

117 139 147 180 170 168 170 203 197 195
0

500
1,000
1,500
2,000
2,500
3,000
3,500

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3

国民健康保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

380 356 361 353 377
453 433

395
362 355

373 351 356 347 365
440

390 364
328 348

239 233 225 227 234 232 218
153 139 144

0

100
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400
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3

特定環境保全公共下水道事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

～【資料】特別会計決算について～
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介護サービス事業特別会計については、当該事業に特別会計を設けることが必須ではなく、事
務の効率化を図るためH29年度から介護保険特別会計に統合し、H28年度末において廃止した。

※
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福祉企業センター特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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204 224
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簡易水道特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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介護サービス事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出
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農業集落排水事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

297
264 275

250
277

241 249 250 246 230295
262 272

224
271

235 242 230 237 217

5 6 6 7 4 3 3 3 3 3
0

50
100
150
200
250
300
350

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3

ケーブルテレビ事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金

2,548 2,598 2,750 2,730 2,793 2,845 2,807 2,901 2,912 2,901

2,528 2,555 2,714 2,687 2,752 2,783 2,724 2,817 2,893 2,849

353 362 378 383 385 391 383 402 423 425

0
500
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Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3

介護保険特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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後期高齢者医療特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 H30 R1 R2 R3

駐車場事業特別会計 （単位：百万円）

歳入 歳出 歳入のうち、一般会計繰入金
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◇未収金の推移
（単位：千円）

H29 H30 R1 R2 R3

市税関係 60,321 54,263 47,652 34,308 19,929

税外・その他 47,505 43,425 45,795 45,029 41,392

合計 107,826 97,687 93,447 79,337 61,321

～【資料】未収金の状況について～
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（単位：百万円）
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